
情報提供資料

2026年8⽉

■資料の作成

三井住友DSアセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈資産運⽤業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

電⼒分野は新たな成⻑段階へ︕
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新たな成⻑段階に⼊る電⼒
⽣活を豊かにしてきた技術
⾰新（イノベーション）の歴史を
振り返ると、画期的な技術は
常に電化によって⽣み出され
ており、結果として電⼒消費は
増加の⼀途を辿っています。
⽣成AI（⼈⼯知能）が⾶躍的
な成⻑段階にあることに加え、
EV（電気⾃動⾞）などの脱炭素
化の実現に向けた電化の流れ
も加速しており、今後の電⼒
需要の増加が⾒込まれます。
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（注）写真およびイラストはすべてイメージです。



この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。 2

（注1）AIによる世界の電⼒需要の2050年はThunder Said Energyによる予想（2024年8⽉現在）。
（注2）EVによる世界の電⼒需要の2035年はIEAによる予想。
（注3）世界の電⼒需要⾒通しの2035年、2050年はIEAによる予想。
（注4）世界の最終エネルギー消費に占める電⼒の割合の2050年はEnerdataの公表政策シナリオによる予想。電⼒以外は、⽯油、天然ガス、バイオマスなど。
（注5）写真およびイラストはすべてイメージです。
（出所）Thunder Said Energy、IEA、Enerdata、各種資料
※1TWｈ（テラワット時）＝10億ｋＷｈ（キロワット時）
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
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 電⼒系統とは、「発電〜送電〜蓄電〜消費」までの⼀連の流れ（システム）を指します。
 送電施設は、変電所を通して電圧を調整したり、送電ケーブル等を通して電気を送る役割を持ち、蓄電施設は余分に発電

された電気を貯蔵し、電気が不⾜した時に供給する調整の役割を果たしています。

電気が届くまで

電⼒需要の拡⼤に対して「電⼒系統」が抱える課題
情報提供資料

（注）イラストはすべてイメージです。すべてを網羅したものではありません。
（出所）各種資料
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（出所）各種資料

課題解決には様々なイノベーションが不可⽋
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（注1）左グラフの2030年はIEAによる予想。
（注2）中央グラフおよび右の2050年の予想数値はIEAの公表政策シナリオによる予想。
（注3）イラストはすべてイメージです。
（出所）IEA、各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。

 今後、電⼒需要はさらに増⼤することが予想されており、その結果、新たな発電技術の必要性が⾼まっています。
 発電量の増加が必要とされる⼀⽅、再⽣可能エネルギー等の脱炭素化に向けた電源構成の⼤幅な転換も求められており、

難しいかじ取りを迫られています。

「1 発電（つくる）」に関わる課題とイノベーション
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発電を取り巻く課題
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（注1）グラフはPrecedence Researchによる予想。
（注2）写真およびイラストはすべてイメージです。
（出所）Precedence Research、⽇本原⼦⼒産業協会「世界の最近の原⼦⼒発電所の運転・建設・廃⽌動向（2026年3⽉13⽇）」、積⽔化学⼯業、各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
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（注1）左は2022年（⽇本は年度）の数値。
（注2）右グラフの期間は2017年〜2025年、2年毎。2025年はIEAによる予想。
（注3）イラストはすべてイメージです。
（出所）IEA、電気事業連合会、各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。

 送電時の「電⼒ロス＊1」を最⼩限に抑えるために、発電設備を電⼒消費地の近くに建設することが⼀般的でしたが、再⽣可能
エネルギー発電設備の設置場所や国・地域をまたぐ電⼒調達の必要性から、⻑距離送電技術の重要性が⾼まっています。

 年々拡⼤する発電設備への投資に対して、電⼒の安定供給に不可⽋な送電網に対する投資の遅れが近年問題となっています。
＊1 電⼒ロスとは、発電所で発⽣した電⼒が最終消費者に供給されるまでに発電所、

変電所および送配電線においてその⼀部が失われることをいいます。送電を取り巻く課題

「2 送電（おくる）」に関わる課題とイノベーション
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（注1）左グラフの期間は2023年〜2033年、年次。Market.USによる予想。
（注2）右グラフは期間は2024年〜2031年、年次。Verified Market Researchによる予想。
（注3）写真およびイラストはすべてイメージです。
（出所）Market.US、Verified Market Research、各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
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（注）イラストはすべてイメージです。
（出所）各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。

 電⼒は、消費量（需要）と発電量（供給）が⼀致しない場合、周波数が変動し、電⼒品質に影響を及ぼす可能性がある
ため、電⼒会社は常に需給バランスを維持するように調整しています。

 蓄電技術は、電⼒の供給過多や不⾜時に柔軟に対応できる調整機能として、重要な役割を果たしています。

蓄電を取り巻く課題

「3 畜電（ためる）」に関わる課題とイノベーション
情報提供資料
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（注1）左グラフの2030年は、IEAの公表政策シナリオによる予想。
（注2）中央グラフの2035年、2050年はIEAによる予想。
（注3）右グラフの2030年、2050年は、経済産業省による予想。
（注4）写真およびイラストはすべてイメージです。
（出所）IEA、経済産業省、各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
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（注）イラストはすべてイメージです。
（出所）各種資料
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。

電⼒供給の拡⼤は世界各国・地域の重要な国策
情報提供資料
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（注）グラフの株価は2019年12⽉末〜2026年4⽉末（⽉次）、EPSは2020年12⽉期〜2028年12⽉期。EPSの2026年12⽉期以降は、2026年4⽉末現在のBloomberg予想。
（出所）Bloomberg、FactSet、各種資料
※上記は例⽰を⽬的とするものであり、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。

世界に広がる電⼒関連企業を⾒てみると、「イベルドローラ（スペイン）」、
「エネル（イタリア）」、「SSE（英国）」、「サザン（⽶国）」、
「プリスミアン（イタリア）」などの企業があります。
上記のうち、以下の企業についてご紹介します。
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【総合電⼒】 サザン（⽶国） 【超電導ケーブル】 プリスミアン（イタリア）
⽶国の⼤⼿電⼒会社のひとつで、原⼦⼒、化⽯燃料、再⽣
可能エネルギーなど幅広い発電事業を⼿掛ける。

イタリアミラノに本社を置く、海底⾼圧ケーブルの世界的リーダー
企業。
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重要な注意事項

作成基準⽇︓2026年6⽉30⽇

【投資信託商品についてのご注意（リスク、費⽤）】
●投資信託に係るリスクについて
投資信託の基準価額は、投資信託に組み⼊れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り
込むことがあります。
運⽤の結果として投資信託に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯⾦とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、⼀定の投資成果を保証する
ものでもありません。

●投資信託に係る費⽤について
ご投資いただくお客さまには以下の費⽤をご負担いただきます。
◆直接ご負担いただく費⽤・・・購⼊時⼿数料 上限3.85％（税込）

・・・換⾦（解約）⼿数料 上限1.10%（税込）
・・・信託財産留保額 上限0.50％

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費⽤・・・信託報酬 上限 年2.255％（税込）
◆その他費⽤・・・監査費⽤、有価証券の売買時の⼿数料、デリバティブ取引等に要する費⽤（それらにかかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費⽤等が

信託財産から⽀払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から⽀払われます。投資信託証券を組み⼊れる場合には、お客さまが
間接的に⽀払う費⽤として、当該投資信託の資産から⽀払われる運⽤報酬、投資資産の取引費⽤等が発⽣します。これらの費⽤等に関しましては、その時々の取引内容等により
⾦額が決定し、運⽤の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算⽅法等を具体的には記載できません。

※なお、お客さまにご負担いただく上記費⽤等の合計額、その上限額および計算⽅法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。
【ご注意】
上記に記載しているリスクや費⽤項⽬につきましては、⼀般的な投資信託を想定しております。費⽤の料率につきましては、三井住友DSアセットマネジメントが運⽤するすべての投資信託における、それ
ぞれの費⽤の最⾼の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費⽤は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付⽬
論⾒書）や契約締結前交付書⾯等を必ず事前にご覧ください。
投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりま
せん。
投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭⽇の取扱い等により、換⾦等ができないことがありますのでご注意ください。

〔2026年3⽉31⽇現在〕

 当資料は、情報提供を⽬的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、⽣命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。
 当資料に基づいて取られた投資⾏動の結果については、当社は責任を負いません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績および将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
 当資料は当社が信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。


